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　ＵＮＣＲＤは、1999年度から国際協
力事業団（ＪＩＣＡ，2003年10月1日より
独立行政法人国際協力機構）と共催でチ
リ中央政府及び地方自治体職員を対象に
標記研修（全5回）を行っている。チリで
は、首都サンティアゴへの 一極集中型の
都市化傾向が甚だしく、交通渋滞、大気
汚染、ごみ処理などの問題だけでなく、
都市の計画的管理、行政組織間の調整な
ど、管理・行政面における問題点も顕著に
なっている。そこでこの研修では、チリ
において山積している都市問題の解決を
目指し、これまで都市問題に対処してき
た日本の経験をチリでの問題解決に活か
すことを目的とした。 
　中央・地方政府の中堅行政官ら計14
名が参加した今回の研修は、「持続可能
な住環境整備と交通」をテーマに実施し
た。日本は、過去には戦後の経済成長の
代償ともいえる公害問題、現在では自動
車に依存した交通体系のために起こった 

交通渋滞・排気ガス問題など、住環境問
題や交通問題などに果敢に取り組んでき
た経験を有している。その経験には、成
功事例や失敗事例など様々あるが、日本
の事例を講義・視察、及び演習をとおし
て紹介することにより、チリの研修生各
自の視点で検討した。 
　研修中にしばしば取り上げられた「住
民参加」というキーワードに対して、研
修生は強い興味を示した。それは、近年
チリにおいても住民参加の重要性が認識
されてきたが、まだまだ新しい試みであ
るため、実際の行政運営に住民参加が十
分に位置付けられておらず、多くの視察
先で何度も強調されていたこのキーワー
ドに大きな反応を示した。また研修の最
後には、研修生は自国での立場における
アクションプランを作成し、「アイセン
地区の住民参加型町づくり」「サンティア 
 

ゴ－バルパライソ間の高速鉄道の整備」
「マウレ地域の歴史遺産の保全」などの
研修内容を反映したプランが完成した。 
　研修生には今後、研修で学んだことを
個人だけのものにすることなく、職場の
上司・同僚等と共有することによって今
後の行政運営に活かすことが強く望まれ
ている。さらには行政機関内だけに留ま
らせることなく、積極的に住民に対して
公開・共有していく姿勢をもって、住民
参加を促し、より良い行政運営に活かす
ことが期待されている。 

　インドネシアでは2001年から地方分
権が進められており、地域開発の分野で
も中央政府主導型から地域の特性を踏ま
えた地域主導型へと転換が図られている。
これに伴い、中央政府や州政府の役割は、
地域開発政策の調整や県・市が実施する
事業間の調整、ガイドラインづくりなど
に変容し、中央政府や州政府の職員には
幅広いマネジメント能力の向上が求めら
れている。こうした状況をとらえ、ＵＮ
ＣＲＤでは、（独）国際協力機構（ＪＩ
ＣＡ）と共催で、地域開発マネジメント
をテーマとする新たな研修コースを開始
した。 
　インドネシアの中央政府や州政府の中
堅職員16名が参加したこの研修は、（1）
日本における地域開発及びそのマネジメ
ントに関する講義・現地視察（2）日本
とインドネシアの事業の進め方を比較・
分析し、それぞれの長所・短所・適用可能
性などを議論しながら、地域開発におけ
るマネジメントのあり方を探る演習（3）
地域開発における課題を解決するための
アクションプランの作成という3つのパ
　 

ートから構成されている。 
　研修生は、全国総合開発計画や愛知県
地方計画といったプランニングの経験
や、ニューパブリックマネジメントの理
論を踏まえたうえで、ラグーナ蒲郡や中
部国際空港、ＰＦＩ事業調和小学校、関西
文化学術研究都市などを視察し、様々な
事業スキームや民間活力の活用方法、関
係機関との連携の重要性などを学んだ。 
　また、こうしたプロジェクトだけでな
く、一村一品運動や地元学、参加型開発
といった地域に密着した住民主体の取り
組みにも焦点を当てるとともに、歴史的
建造物を活用して中心市街地の活性化
に取り組む㈱黒壁の活動や、農家の主婦
たちによる生活改善グループから生まれ
た㈱明宝レディースの特産品開発などの
現地視察も行った。 
　研修の最終段階では、4つのグループ
に分かれて講義や現地視察を踏まえたデ
ィスカッションを行い、自国における目
標の明確化や問題意識の醸成を図ると
ともに、インドネシアの現状に基づいた
アクションプランの作成を行った。 
　 

第5回チリ都市システム開発研修 2003年9月22日－11月3日　名古屋 

来日前から今回の研修を大変楽しみに 
していました。受講に際してはこの研 
修で学んだことを全て自国に持ち帰ろ 
うという強い意志で望みました。いた 
るところで暖かい歓迎を受け、来日が 
９月２２日という季節的にも恵まれた滞 
在期間で、日本での生活はたいへん快 
適でした。日本の美しい都市や建築物、 
そこに住む人々が持つ歴史を肌で感じ 
ることができました。チリ研修員全員 
が今回の研修に心から満足しています。 

　パトリシア・コルバラン氏 
（チリ企画調整省地域局 　投資分析官） 

研修生の感想 

2003年12月1日－26日　名古屋ほか 
 

第1回インドネシア地域開発マネジメント研修 
　アクションプランには、講義で学んだ
地元学の手法を取り入れた「住民ベースの
計画モデルの作成～わが町を知ろう～」
や、地方分権に即した財源確保を目指し
た「自立に向かう地域開発～どのように
地方独自収入をあげるか～」など4編が
作成された。 
　インドネシアの地方分権は始まったば
かりであり、新たな地域開発のあり方を
模索している段階であるが、研修生が今
回の研修で学んだことを各々の職務に活
かすことで、インドネシアの各地におい
て地域主導型の地域開発が活発に展開さ
れることが期待される。 

倉敷市歴史保存区域 

山梨県のリニア交通に関する講義 

長浜市黒壁での現地視察 

■名古屋本部の活動 



中東三国（イスラエル、パレスチナ、ヨルダン） 
環境平和推進プランによる環境専門家育成ワークショップ 

2003年9月4日ー7日　アカバ（ヨルダン） 

　UNCRDは、環境NGOアジア環境連
帯（ACE）が実施している中東三国（イ
スラエル、パレスチナ、ヨルダン）環
境平和推進プランのオープニングプロ
ジェクトとして、標記ワークショップ
を国際NGOである西海岸環境浄化プロ
ジェクト（WECUP/イスラエル）、環境
外交センター（CED/パレスチナ）、水と
環境開発機構（WEDO/パレスチナ）、 
地球の友中東（FoEME/ヨルダン）お
よびアルバルカ応用大学（ヨルダン）
と共催した。  
　このワークショップは、パレスチナ
における環境問題が飲料水を共有する
イスラエルやヨルダンの問題でもある
ように、国を越えて中東3国における環
境問題の解決を目指し、ヨルダン川西岸 

 

地域における廃棄物処理、土壌汚染、
水質汚濁による健康被害問題等に関し
て、専門家の能力育成を目的として行わ 
れ、上記中東3国の政府行政官、環境専
門家、政策立案者など、30名以上が参
加した。 
　ワークショップでは、参加者による
意見や経験の交換を交え、廃棄物処理
に関連する様々な議題が取り上げられ
た。日本やイスラエルにおける衛生処理
場の設計や浸出水及びメタンガス調整
設備等の先進技術について学ぶ機会を
得た参加者からは、廃棄物処理に関し、
日本の現場における経験や専門知識に
ついて、さらに学びたいとの声が聞か
れた。 
　ワークショップ閉会時には、参加者の 

希望により今後さらに第2回フォロー
アップワークショップの開催が決まっ
た。次回ワークショップでは、地域間
のさらなる協力を目指し、参加者は、
実際に廃棄物処理に関する共通の地域
行動計画を作成していく。 

アカバ（ヨルダン）での代表者協議 

　UNCRDは、（独）国際協力機構（JICA）、
ラオス政府計画協力委員会（CPC）と共
同で、標記研修コースを実施した。この
研修は、開発計画やプロジェクト管理能
力の強化、貧困緩和、人間の安全保障の向
上に向けた、県・郡レベルでの能力強化に
寄与することを目的としたもので、国連
による提言やラオス政府の地方分権の流
れを受けた内容を盛り込んで行われた。 
　CPC及びJICAとの共催で実施された
ラオス国内研修プログラムとしては4度
目に当たる今回の研修には、UNCRDか
ら技術的な支援が提供され、クンバン（村
落群）レベルでの開発計画管理を実施す
る計画チームの研修に焦点を置いて進め
られた。クンバンとは、いくつかの村落
が集まって構成される郡よりも小さいグ
ループで、開発計画などを目的として形
成されるものである。クンバンの開発計
画管理に関する郡計画チームの強化は、
ラオス国家貧困撲滅計画（NPEP）の実施
に必要不可欠な要素となっており、その
ためチームワーク方式の導入と研修結果
の広い普及を主眼に研修が企画された。
またこの研修は、来年度よりラオス政府
が相当額の予算配分を予定している国家
貧困撲滅計画の実施にも大きな役割を果
たしている。 
　研修には、国家貧困撲滅計画で最貧困
グループに分類されている6つの郡（ヴ
ィエンサイ、クン、サイソムブン、ビエ
ントン、ホム、サントン）及びオブサー
バー郡（ヒンハブ）から総計39人が参
加した。これらの郡は6つの県（フアパ
ン、シエンクアン、サイソムブン、ボリ
カムサイ、ビエンチャン、ビエンチャン 

特別市）に属している。研修参加者は、
郡知事・副知事を筆頭に、計画統計局長、
農林局長など関係局代表、ラオ女性連盟
代表などで、政治的公約、セクター間の
利害調整、ジェンダー問題への取り組み
の促進など、郡レベルでのチームワーク
や実行性を重視した構成となっている。 
　研修は次のような内容で行われた。 
（1）講義と討議（「地方分権における
地方開発の展望と課題」「地方開発計画
管理のための参加型手法」「地方開発のた
めのプロジェクトデザイン・実施・管理
手法」など）（2）参加者発表によるクン
バン計画及び貧困削減のための意見交換
（3）貧困削減と地方開発のための参加
型プロジェクトデザイン・管理手法と実
習（4）地方開発プロジェクト視察（5）
研修結果の日常業務への導入（郡・クン
バン計画）を目指した行動計画策定。 
　今回の研修実施に携わったラオス側の
ほとんどの職員がUNCRDとJICAによ
　 るこれまでの研修
生であったという
ことは注目に価す
る。  
　最後に研修につ
いての意見交換が
行われ、アンケート
が実施された。その
結果、研修で学ん
だことを職場の上
司や同僚と共有し
、実務に充分に活か
していく考えであ
るという回答が数
多く寄せられ、参加

者の満足度が高かったことを証明した。
また、今回の研修は計画サイクルとの直接
的なつながりを持たせ、同時にチームワ
ーク方式を取り入れた最初の研修だった
が、非常に高い効果が実証されたため、
今後も継続すべき方法であると考えてい
る。 
　UNCRDでは今後以下のような取り組
みを行い、以降の研修をより効果的なも
のにする予定である。（1）研修に参加
する6つの郡全てを貧困郡から選ぶので
はなく、貧困郡と裕福な郡を同時に研修
に参加させ、成功例の移転を図る。次回
からは1～2ヶ所の裕福な郡の参加を促
し、貧困撲滅や計画づくりの意見交流を
図る。（2）研修担当者を中央政府レベ
ルからではなく県レベルから成功事例を
経験した人々を招聘することで、より現
場に近い視点で研修を行い、郡レベルの
参加者によりよい知識と発見を与えるこ
とを目指す。 

県内の村での実習風景 

第4回ラオス地方開発計画管理研修 2003年10月27日－11月8日　タラート（ラオス）　 



 

ワークショップ参加者 

フィリピンでのワークショップ 

UNU/UNCRD共同地域ワークショップ  
アジア太平洋地域の大洪水リスクアセスメント 

2003年7月28日ー30日　バンコク（タイ） 

■防災計画兵庫事務所の活動 

コミュニティベースの防災（CBDM）地域ワークショップ 
2003年12月　マニラ、ダッカ、ハノイ 

　アジア太平洋地域において増加して
いる洪水による損失の解決にむけ、国
連大学（UNU）とUNCRD兵庫事務所
は大洪水に対する包括的なリスクアセ
スメントのための標記ワークショップ
を開催した。このワークショップでは、
地域のリスクアセスメント行動計画を
推進することをねらいとし、各地域の
現状とニーズを明確にするため、(1)降
水量の把握：大洪水を引き起こす豪雨
の降水量予測と気候変化の影響につい
ての現状把握　(2)洪水モデル：歴史的
観測による洪水の数理的モデルの紹介
(3)洪水リスクアセスメント：洪水の危
険性と予知、コミュニティの脆弱性と
リスク結果の検証　(4)コミュニティ参
加：コミュニティベースの活動が洪水
リスクをどのように軽減できるか　(5)
キャパシティビルディング：急速に都
市化が進むアジア太平洋地域で、洪水
に対する安全性を確保するために必要
な機関と人材育成という5つのテーマに
焦点を当てた。 
　15カ国からの参加者が、上記のテー
　　 

マについて各国の事例を発表し、ワー
クショップ全体でテーマごとに現状と
ニーズをまとめた。参加者は、上級政
府関係者や政策決定者、学識者、技術
者で構成され、参加国の代表者は、そ
れぞれ次のテーマについて議論した。
トピック1：降水量の把握(ネパール、
シンガポール、タイ)、トピック2：洪
水モデル ( マレーシア、スリランカ、ベ 
トナム)、トピック3：洪水リスクアセ
　 

スメント（中国、インド、フィリピン）、
トピック4：コミュニティ参加（バング
ラデシュ、カンボジア、フィジー）、トピ
ック5：キャパシティビルディング（イ
ンドネシア、ラオス、パキスタン）。 
　ワークショップ参加者は、大洪水に対
する地域プログラム実施の必要性を確
認し、それぞれの専門に応じてあらゆる
レベルで参加していくことで合意した。 

　UNCRD兵庫事務所はコミュニティベ
ースの防災（ＣＢＤＭ）プロジェクトを
2002年から実施している。昨年度の6
カ国（インド、フィリピン、インドネシ
ア、ネパール、バングラデシュ、カンボ
ジア）のケーススタディの分析結果に基
づき、2003年4月から包括的かつ個別
ユーザー向けガイドラインの作成に取り
組んでいる。作成されたガイドライン案
を、バングラデシュ、フィリピン、ベト
ナムの3カ国でのフィールドテスト 
に使用し、その結果をもとにガイドライ
ンの内容の向上を図るため、各地でそれ
ぞれワークショップを実施した。 
　フィリピン・マニラで、フィリピン赤
十字と共催で実施したワークショップ
には約40人の防災専門家、防災関連機
関、国家行政機関、及びフィリピン国内
にある国連機関や国際ＮＧＯなどの代表
者等が参加した。事前に配布したＣＢＤ
Ｍのガイドライン案や、6か国でのケー
ススタディの取り組みや成果などが議論
され、UNCRDからはこれまでのＣＢＤ
Ｍへの取り組みを説明した。国の防災行
政機関（ＮＤＣＣ）の代表も参加し、こ
のようなコミュニティベースでの防災を
行政政策の一部として取り組むことに賛
成した。フィリピンでもＣＢＤＭガイド

ラインが応用されると期待される。 
　バングラデシュ・ダッカでのワーク
ショップは、国の防災省と国際ＮＧＯ、
ＣＡＲＥバングラデシュ及びバングラ
デシュ防災センター（BDPC）の共催で
実施され、UNCRDは持続可能なCBDM
プロジェクトを紹介した。国連開発計
画（ＵＮＤＰ）の代表ヨルゲン・リス
ナー氏とバングラデシュ防災省のイブ
ネ大臣による特別演説も行われた。ワー
クショップでは、バングラデシュでのＣ
ＢＤＭの経験が発表され、今後作成し
たガイドラインをど　 

の行政機関、他の国連機関と国際ＮＧ
Ｏ等の代表等25人以上が参加し、ＣＢ
ＤＭのガイドライン案や、6か国でのケ
ーススタディの取り組みや成果などが
議論された。UNCRDはＣＢＤＭのプレ
ゼンテーションを通し、昨年の成果と
今後の目標などの説明をした。このワ
ークショップでは、今後ベトナムにお
けるコミュニティベース防災の取り組
みやＣＢＤＭガイドラインのベトナム
語の翻訳についてなど、活発な議論が
行われた。 

のように実際に防災
プロジェクトに活
用出来るかなどを
議論した。このワ
ークショップには
防災専門家、各国際
・国内防災機関の
代表など約40名が
参加した。  
　ベトナム・ハノ
イで、ベトナムの
国際ＮＧＯ・ＣＥ
ＣＩと共催で実施さ
れたワークショッ
プには、国家レベル



ワークショップ参加者 

開会式 

■アフリカ事務所の活動 

第7回地域開発計画研修ワークショップ 2003年11月27日ー28日　ニャフルル（ケニア） 

　UNCRDアフリカ事務所は、国連開
発計画(UNDP)・開発途上国技術協力特
別部(SU/TCDC、現南南協力部SU/S 
SC)、国連経済社会局(UN/DESA)、ア
フリカ人造り拠点(AICAD)および国際
協力事業団(JICA)ケニヤ事務所と共催
で、アフリカとアジア間の協力による
地方政府の能力開発プロジェクトの一
環として国際ワークショップを開催し
た。アフリカ・アジア諸国から59人の
上級政策立案者、学者、日本および中
国大使ほか関係者がオープニングワー
クショップに参加した。 
　今回のワークショップでは、ニーズ
　 

アセスメントリポートおよびアフリカ
・アジア間協力による地方政府の能力
開発という二つの重要議題について討
議が行われた。ニーズアセスメントリ
ポートにはアフリカとアジアにおける
地方分権が取り上げられ、アフリカ5カ
国（エチオピア、ケニヤ、ナミビア、
ウガンダ、タンザニア）およびアジア3
カ国（マレーシア、シンガポール、タ
イ）で6月と7月に行われた現地視察に
よって得られた情報や提案が盛り込ま
れた。 
　視察の目的はこれらの国々の地方政
府の実態と地方分権問題を調査し、能
力開発を通じて地方分権制度の改善を
図るもので、具体的には（1）対象とな
ったアフリカ・アジア諸国での地方分
権能力開発の必要性の査定（2）今後の
研究・研修のための機関の設立　(3)今
回のワークショップのための情報とデ
ータ収集の3点で、今回訪問できなかっ
たバングラデシュ、中国、韓国、ガーナ
の情報収集は文献等を通して行った。 
　参加者は、これら各国の地方政府の
能力開発を促進する国家としての能力
強化案を打ち立てると共に、この問題

に関する地元機関の課題についても討
議を行った。またアフリカ・アジア諸
国内での成功事例が示され、様々な提
案や合同ワークショップもプロジェク
トの最終案に組み込まれた。このプロ
ジェクトは2004年から4年間での達成
を目指している。  
　さらにアフリカ・アジア間の協力が
アジアで成功を収めている例について
も検証し、二つの大陸の組織的なつな
がりで南南協力を促進することが検討
された。 
　また、アフリカ・アジア間に違いが
存在するのと同様、アフリカ諸国内に
おいても制度的、政策的な違いが存在
しており、ある国では政治的理由で、
また他の国では経済回復が理由で地方
分権が進められている。そのような状
況を認識し、それぞれの体験から互い
の一致点と不一致点を探る経験共有プ
ログラムも実施された。 
　また、指導者育成研修（TOT）、国
別研修、アフリカ・アジア交換プログ
ラム、上級政策セミナーを含む様々な
地方政府能力開発に関するプロジェク
ト案の作成も行われた。 

　UNCRDアフリカ事務所は、技術協力
支援プログラムの一環としてニャンダ
ルア県の地域開発のための組織力の向
上、および地域開発担当者の計画策定、
実施に必要な技術の習得を目指したワ
ークショップを、ケニア土地定住省と
共同で開催した。開会の辞で同省アモ
ス・キムニャ大臣は、UNCRDアフリカ
事務所の人的資源開発プログラムに謝
意を表明すると共に、今後の支援継続
要請を行った。 
　ワークショップには計画担当者や地方
行政官、関係者など126名が参加して、
ニャンダルア県プログラムにおける経
験が討議され、各プロジェクトやフォ
ローアップ活動の実施状況が確認され
た。参加者は、地域開発計画の準備と
同研修プログラムが効果的に結び付け
られていること、「アウトプット志向参
加型研修法」によって社会経済や環境
マネジメントの問題への共通理解が深
まったこと、地域コミュニティの当事者
や関係者の計画参加が促進されたこと
などを高く評価した。中でも、この研
修プログラムによって地域計画担当者
のデータ収集・処理及びそれらの計画
への活用能力が大きく向上したことに
注目が集まった。また地方行政官の率
いる地域グループがプロジェクト推進

し貧困レベルが上昇している沿岸部の
クワレ地区を選定した。2004年春に
は国土開発局、ナイロビ大学と共同で
調査隊を派遣し、地域の抱える問題を
明らかにしながら今後の対応を探るワ
ークショップを開催する予定である。 

国際ワークショップ　アフリカとアジアにおける地方政府の能力開発 
2003年8月28日ー29日　ナイロビ（ケニヤ） 

の先頭に立って活動している状況が報
告され、アフリカ事務所、国土開発局、
農村計画局及び都市・地方計画局はそ
の支援のための作業部会を結成した。
 最後に、第二のニャンダルア県プロ
グラム実施地域として、非効率的な管
理が原因で社会経済・環境問題が増大
　 



専門家ワークショップ 

■ラテンアメリカ事務所の活動 

人間の安全保障および地域開発のための遠隔学習プログラム 

第3回地域開発管理研修コース 

2003年7月16日－18日　サンタフェボゴタ（コロンビア） 

2003年8月25日－9月5日　サンタフェボゴタ（コロンビア） 

　ラテンアメリカ及びカリブ海諸国にお
ける人間の安全保障と地域開発プロジェ
クトにおいて、2000年7月から実施さ
れてきた地域別プロフィールの作成と成
功事例の編集に焦点を当てた第１段階で
行われた活動と、2003年から始まった
第2段階の遠隔学習プログラムについて
議論するため、UNCRDラテンアメリカ
事務所はフォーラムおよび専門家ワーク
ショップを開催した。  
　フォーラムにはアルゼンチン、コロン
ビア、チリ、グアテマラおよびペルーか
ら、中央・地方公務員、大学関係者、お
よび人間の安全保障と遠隔学習の国際的
な専門家等およそ80人が参加、研究報
告が行われた。 
　ワークショップでは、実地研究の結果に
基づいた遠隔学習プログラムの具体的な
内容および活動について討議が行われ、
プログラムの実施に必要な情報や行動を
明確化し、遠隔学習と対面研修の両方を
用いて、人間の安全保障の実現を目指し
たプロジェクトの第二段階に移ることを
確認した。コロンビアのボゴタ・クンデ
ィナマルカ地区、チリのサンティアゴ首
都圏およびビオビオ地域、アルゼンチン
のコルドバおよびブエノスアイレス、そ
してグァテマラの政府と開発機関の代表
者は、このプログラムの策定およびその
実施に向けての共同作業を次の3年間で

行うことを取り決めた。  
　その主な内容は以下のとおり。（1） コ
ルドバブラスパスカル大学はUNCRDに
対して、各地方機関が設定した担当委員
会と調整の上、実際の研修が行われる4
つの地方での遠隔学習の組織体系化と実
行の支援を行う。プログラムの内容は、
第1・第2段階で分析された事例や研究
結果とする。（2）プログラムは地方の
開発に関わる指導者を対象に行い、高い
効果を上げることを目指す。（3）地方
機関は、それぞれの地方の研修と技術援
助のプロジェクトを支援し、資金を提供
する責任を負う。これらの機関は、学習
　 

分野におけるラテンアメリカ広域ネット
ワークで重要な役割を担う。（4） 研修
コースは、最初と最後の対面ワークショ
ップを含む、およそ3か月の遠隔学習で
構成される。受講料は、UNCRDラテン
アメリカ事務所と協力している地方機関
によって一部援助されるほかは自己負担
とする。 
　チリとアルゼンチンの地方機関は、試
験モジュールを含むプログラムの初期段
階の支援および資金提供に関心を示して
いる複数のチリの大学との提携について
検討を行うよう提案した。 
 

地域では国民一人当たりの収入が改善さ
れるよう地域自体がより生産性をあげる
ことが求められている。 
　60人が参加した今回の研修はプロジ
ェクトの第3段階に入り、プロジェクト
の策定および実施に重点を置いた内容で
進められた。参加者は、この段階で実行
する効果的なアクションプランの策定演
習として、行動計画、団体間協定、求め
られる責務、組織内規約、財源について
の定義付けの知識と技術、さらに代替資
金に関して学んだ。  
　特に企画チームはモジュールや行動計
画およびプロジェクトに基づいたアクシ
ョンプランの策定に取り組んだ。この演
習では、活動の際の責任部署、作業計画、
資源管理および期待できる成果を明確に
し、各機関の責務を確認、強化し、異な
った状況ではプロジェクトがどのように
作用するのかについての評価基準を設け
る作業も行った。 

　UNCRDラテンアメリカ事務所は、
2001年の設立以来積極的に支援を続け
ているボゴタ・クンディナマルカ地域計
画委員会（RPB）と共に、「ボゴタ・クン
ディナマルカの総合的地域開発のための
能力育成プロジェクト」の一環として、

標記研修を開催した。 
　このプロジェクトは地方行政官や民間
組織の能力育成と地域の未来構想の共有
を通して、社会的に最も弱者である国民
が、必要な社会福祉事業にアクセスでき
るようになることを目指している。対象
　 

研修参加者 



国連セミナーの様子 

■広報活動 

ボゴタ・クンディナマルカ地域開発国際フォーラム　 
2003年8月28日－29日　サンタフェボゴタ（コロンビア） 

国連セミナー「国際機関で働くには」 2003年11月9日　名古屋 

　UNCRDは、外務省、（財）名古屋国
際センター、中日新聞と共催で、2003
年国連デー記念行事として、将来国際機
関で働くことを希望する社会人、学生な
どを対象に、標記セミナーを開催した。
国連をはじめ国際機関では、新卒者を採
用するという日本の制度とは異なり、幅
広い年令層から様々な専門知識・技術を
持った社会人を必要に応じて採用してい
る。このセミナーでは、日本人にはどの

ような貢献が求められているか、国際社
会ではどのような知識・技能・心構えが
必要であるかについての講演、パネルデ
ィスカッションなどを実施した。  
　第1部は、「国際公務員として働く～
世界の動きと日本人の貢献」と題し、外
務省国際機関人事センター所長・稲賀淑
子氏が講演し、国際公務員になるために
必要な資格や実施される試験、および採
用されるまでの過程などが詳しく説明さ

れた。また講演中に、途上国の現場での
実務をより具体的に把握するため「国際
公務員への道～国際公務員になるには・
世界で活躍する日本人国連職員」と題し
たビデオも上映された。  
　第2部では、パネルディスカッション
として、UNCRD研究員・清水健氏をは
じめ、WHO神戸センター情報担当官・
浅井由加氏、国連ハビタット広報担当官
・熊谷有美氏のパネリストが、それぞれ
　 が所属する機関の案内

ビデオに続いて、現在
行っている仕事の内容
や、国際機関や国際協
力の仕事に携るまでの
きっかけや方法につい
て発表を行い、参加者
に実際の経験に基づい
た情報やアドバイスを
述べた。その後、コー
ディネーターのUNCRD
防災計画兵庫事務所長
・岡崎健治、また稲賀
氏も交え、参加者から
の質疑応答を含めたデ
ィスカッションを行っ
た。 
　セミナーの最後には、
「個別相談」が実施され、
参加者が自分の希望する
パネリストに直接、質問や
相談を行った。このセミ
ナーには、約250名が参
加した。 

　ボゴタ・クンディナマルカ地域内の団
体間プロジェクト開発の促進・発展を目
指したメカニズムおよび政策に関する討
議を行い、地区内外の事例から学ぶため
の標記フォーラムが開催された。 
　研修にはブラジル、コロンビア、日本、
スペイン、アメリカの専門家、ボゴタ市
長選挙候補者、クンディナマルカ、ボヤ
カ、トリマ、メタ（後者三地区はクンディ
ナマルカに隣接した州）州知事、正副審
議官、国会議員、中央・地方政府および
環境団体実務担当者、クンディナマルカ
地区、ボゴタ市、民間の代表等450人
が参加した。  
　この模様は同時期にワークショップを
開催しているクンディナマルカの3地区

にサテライト放
送され、それぞ
れおよそ60人
の参加者が見
入った。サテラ
イト放送はプ
レゼンテーシ
ョンやディス
カッションを
容易にするだ
けでなく、各
地区からの意
見の取り込み
の促進にも役
立った。 
 国際フォーラムの様子 



国際理解教育支援プログラム 
　UNCRDは、地域の国際化促進を目指し、学校の国際理解教育に協力するため、2003年7月から12月には以下のよう 
な活動を行いました。 

8月6日　　　　犬山市立南部中学校3年生2名 
8月6日・11日　武豊町立武豊中学校2年生3名 
8月7日　　　　愛知県立瑞陵高等学校1ｰ2年生10名 
8月20日　　　　愛知県立豊田西高等学校1年生2名  
10月16日　　　犬山市立南部中学校3年生5名 
10月21日　　　犬山市立犬山中学校1年生5名 
10月22日　　 安城市立東山中学校2年生1名 
10月24日　　 木曽川町立木曽川中学校2年生2名 
11月6日　　　名古屋大学教育学部付属中学校1年生1名  
11月6日　　　名古屋大学教育学部　付属高等学校1年生2名  
12月5日　　　武豊町立武豊中学校2年生3名 

7月2日　　　愛知県立港養護学校4－6年生5名  
11月21日　岐阜県立各務原西高等学校1年生161名 
11月25日　東海学園高等学校2年生20名 

　受け入れプログラム 
（見学、現地学習、体験学習などの受け入れ） 
 

　お知らせ　   

UNCRDホームページ内には子供向けサ 
イト「UNCRD KIDS」があります。 
学校の総合学習にお役立てください。  
http://www.uncrd.or.jp/ja/

　派遣プログラム 
（職員の講師派遣による特別授業） 
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Regional Development Studies（研究ジャーナル） 

■出版物のご案内 UNCRDでは２００３年７月から１２月までの間に下記の出版物を発行しました。 

『RDS』２００３年第９巻 

■新スタッフの紹介 

　高橋　漠 
（日本） 
　TAKAHASHI,  
　Baku 

　岩田　太地 
（日本） 
　IWATA,  
　Daichi 

アメリカの新聞社でインターンを経験（コロンビア・ミズーリアン、セント・ジョセフ・ニ 
ュース・プレス）。２００３年８月よりNTTグループからUNCRD防災計画兵庫事務所へ出向。 
研修、ホームページの運営などを担当。ミズーリ州立大学コロンビア校ジャーナリズム学部 
卒業。 

東京のNGOにてマレーシア・サラワク州における自然資源管理、地域開発に関する活動に約 
１０年にわたり従事。サラワク大学東アジア研究所準特別研究員などを経て、２００３年９月より 
UNCRD人間の安全保障グループにて、ラオス、カンボジアなど東南アジア諸国における地 
域開発プロジェクトを担当。慶應義塾大学総合政策学部（国際政策）卒業、ミシガン大学ア 
ンアーバー校大学院にて自然資源環境修士号（MSｃ）を取得。 
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